
○○組合の解散に関する協議書

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８８条の規定により、令和××年××月××日をもって、○○組合を解散することについて協議する。

令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●●市長　　氏　　名　　　
　　　　　△△市長　　氏　　名　
　　　　　□□町長　　氏　　名　　

・組合が財産を所有している場合、必ず財産処分を行う。


・財産処分の協議書（例８４）と一つの協議書とすることも可能。





例８０





協議書は必要枚数を作成するか写しを作成してそれぞれ所持しておくことが望ましい。








９４

